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三菱電機株式会社京都地区

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ・環境ﾊﾟﾌｫ-ﾏﾝｽの見直しとﾚﾋﾞｭｰを毎年、年度末に実施している。
以下、見直し内容
1.内部環境監査：システムは問題なし。指摘撲滅の改善ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝを継続実行するこ
と。
2.法的要求事項及びその他の要求事項の順守状況の評価と確認：順守できている。今
後も継続し抜けのない管理を行うこと。
3.苦情を含む外部の利害関係者からのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの有無を確認：1件→工事前に近隣
への周知と民家に面する部分の防音対策を施していたが、工事出入口の際に開口部の
防音扉に閉止の不徹底により工事音が漏れ近隣より苦情があった。出入工事関係者へ
の騒音苦情に関する教育並びに工事出入口ﾙｰﾙ徹底を行った。
4.環境ﾊﾟﾌｫ-ﾏﾝｽ、目的及び目標の達成状況の確認 ：全て目標をｸﾘｱ
5.環境ﾊﾟﾌｫ-ﾏﾝｽ、目的及び目標に対する不適合･是正処置の有無の確認 ：特になし。
6.経営者による見直し：製品関連は欧州RoHSⅡ対応の新化学物質管理ｼｽﾃﾑを2017年
度から運用できること。また、環境法規制の制定・改正に合わせ遵法管理を徹底のこ
と。2017年度にISO14001全社一括認証取得と環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの2015年版規格への
対応を行うこと。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

2016年度目標に対する進捗
1.生産時CO2排出量の削減：829t-CO2/2016年度（理論排出削減量）
2.製品物流でのCO2削減.：0.073t/t（製品1tあたりの輸送ｔ-CO2排出量）以下。
3.製品使用時のCO2削減：対象製品機種で全て目標を達成。
4.製品の資源投入量の削減：対象製品機種でﾌﾟﾗｽﾁｯｸ・金属材料の削減目標を達成。
5.ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ率：0.09%（総排出量当たりの直接埋立廃棄物の削減）
6.廃棄処分量：122ｔ/年

認 証 番 号

2016年度環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ目標値
1.生産時CO2排出量の削減：349t-CO2/2016年度（理論排出削減量）
2.製品物流でのCO2削減.：0.083t/t以下を維持（製品1tあたりの輸送ｔ-CO2排出量）
3.製品使用時のCO2削減。(製品機種毎に削減目標を設定）
4.製品の資源投入量の削減。(製品機種毎にﾌﾟﾗｽﾁｯｸ・金属材料の削減目標を設定）
5.ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ率：0.1%未満（総排出量当たりの直接埋立廃棄物の削減）
6.廃棄処分量：130ｔ/2016年度以下。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容
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注　認証番号の欄は，導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

1.事業活動を通じ、環境汚染の予防及び環境保全の向上に努める。
2.地域住民・関係諸官庁とのコミュニケーションを密にし、地域の環境保護・地域社会と
の調和と貢献に努める。
3.環境マネジメントシステム、環境パフォーマンスの向上を図り、継続的な改善をする。
4.環境に関わる法令・協定等の要求事項を順守する。
5.環境目的・目標及びプログラムを策定し、環境汚染の予防を推進する。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくための
目標（以下「目標」という。）

2016年度に計画した順守評価項目に基づき、四半期毎に｢順守状況を確認･報告」を実
施。2016年度実績は、行政報告・届出は遅滞なく実施済み。行政より指摘・指導はなし。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対す
る評価

2016年度環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑで策定した、目標値は全て達成できた。

基 本 方 針

1.生産時CO2排出量の削減：最新高効率機器（ｴｱｺﾝ,LED照明）への更新･発熱生産装
置の断熱強化及び省ｴﾈﾊﾟﾄﾛｰﾙ等の啓蒙活動を実施。
2.製品物流でのCO2削減.：物量に応じた輸送手段調整強化による積載効率の向上と直
ドレージ展開によるＣＯ2排出量の削減。
3.製品使用時のCO2削減：LED光源の採用の製品拡大(ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲｳｫｰﾙ)､ﾊﾟﾜｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
の導入製品に拡大・改善(ﾌｫﾄﾌﾟﾘﾝﾀｰ)を実施。
4.製品の資源投入量の削減：主要部材（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ､金属部材）の軽量､肉厚の薄型化等ｺ
ﾝﾊﾟｸﾄ設計・改善をした製品の拡大。
5.ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ率：埋立廃棄物の中間処理化により埋立処分量を削減。
6.廃棄処分量：発生抑制(無駄買い抑制)と分別周知徹底。


